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 　　○総括表について
 　　　　１．あきる野市提出分の総括表は、このあきる野市役所提出用の総括表をご使用ください。
 　　　　２．「個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（行政手続における特定の個人を識
 　　　　　　別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）又は法人番
 　　　　　　号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。

 　　○総括表について
 　　　　１．あきる野市提出分の総括表は、このあきる野市役所提出用の総括表をご使用ください。
 　　　　２．「個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（行政手続における特定の個人を識
 　　　　　　別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）又は法人番
 　　　　　　号（同条第15項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。

 　　○個人別明細書について　　
 　　　　１．個人別明細書は、最寄りの市区町村役所（場）にご請求ください。
 　　　　２．住所の再確認をするとともに、氏名、フリガナ及び生年月日を必ず記載してください。
 　　　　３．中途退職（就職）者については、退職（就職）年月日を必ず記載してください。
 　　　　４．生命保険料控除は、各種保険料の支払金額を必ず記載してください。
 　　　　５．扶養親族等（16歳未満扶養親族を含む。）は、氏名等の確認が必要ですので必ず記載してくだ
 　　　　　　さい。
 　　　　６．支払金額が1195万円超（所得金額調整控除の対象である場合は1210万円超）で同一生計配偶者
　　　　　　がいる方については、摘要欄に「同一生計配偶者名（同配）」と記載してください。
 　　　　７．所得税からの住宅借入金等特別控除の適用を受ける方については、「居住開始年月日」と「住
 　　　　　　宅借入金等特別控除可能額」を必ず記載してください（所得税から引ききれた場合には可能額
 　　　　　　の記載は不要です。）。
 　　　　８．前職分が含まれている場合には、摘要欄に支払金額等を必ず記載してください。
 　　　　９．１月１日から5月３1日までの間に退職予定の方は、摘要欄に「退職予定」と記載してください。
　　　　10. 定額減税に関する事項の記載が必要な場合がありますので、作成に当たっては国税庁ホームページ
　　　　　　 「定額減税　特設サイト」もあわせてご覧ください
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